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産業構造審議会産業技術環境分科会知的基盤整備特別小委員会・ 

日本工業標準調査会基本政策部会知的基盤整備専門委員会 合同会議（第９回） 

議事録 

 

１．日  時：平成 30 年２月 20 日（火）14:00～16:00 

 

２．場  所：経済産業省 別館３階 312 各省庁共用会議室 

 

３．出 席 者 

（１）委員 

日髙委員長、荒井委員、臼田委員、長我部委員、乙黒委員、勝田委員、 

三浦代理（小畠委員の代理）、高橋（真）委員、高橋（洋）委員、辰巳委員、 

田野倉委員、成田委員、金子代理（西島委員の代理）、松田委員、唯根委員 

 （２）オブザーバー 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

計量標準総合センター 計量標準普及センター 藤間センター長 

地質調査総合センター 牧野センター長補佐 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

   バイオテクノロジーセンター 木井所長 

認定センター 山本所長 

 （３）経済産業省 

産業技術環境局 基準認証政策課 

 萩原基準認証政策課長、吉岡計量行政室長、佐藤知的基盤整備推進官（事務局） 

産業技術環境局 研究開発課 産業技術総合研究所室 半谷課長補佐 

  商務・サービスグループ 生物化学産業課 横手課長補佐 

 

４．議  題 

 （１）今後の知的基盤整備の在り方について 

 （２）第二期知的基盤整備計画のＰＤＣＡについて 

 （３）その他 
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５．議  事 

○日高委員長 

  それでは、定刻となりましたので、第９回となります産業構造審議会産業技術環境分

科会知的基盤整備特別小委員会と日本工業標準調査会基本政策部会知的基盤整備専門委

員会との合同会議を開催させていただきます。 

 私、委員長を務めます東京大学の日高でございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 それではまず、事務局から、本日の出席者の紹介と出席状況の報告をお願いしたいと

思います。佐藤推進官、お願いいたします。 

○佐藤知的基盤整備推進官 

  事務局を務めます、知的基盤整備推進官の佐藤です。本日はどうぞよろしくお願いい

たします。 

 まず、委員をご紹介させていただきます。お手元の座席図と資料１の委員名簿をご覧

ください。こちら、紙でも配付しております。それでは、始めさせていただきます。 

  日本商工会議所理事、荒井委員です。 

  産総研計量標準総合センター長、臼田委員です。 

  日立製作所理事、長我部委員です。 

  山梨大学大学院生命環境学域助教、乙黒委員です。 

  日本電気計測機器工業会主任、勝田委員です。 

  本日、慶應大学の金澤委員と岐阜大学の小嶋委員はご欠席でございます。 

  和光純薬工業社長、小畠委員の代理として、執行役員、三浦様です。 

  金沢工業大学大学院イノベーションマネジメント研究科教授、高橋真木子委員です。 

  北里大学北里生命科学研究所名誉教授、高橋洋子委員です。 

  製品評価技術基盤機構理事長、辰巳委員です。 

  日経ＢＰ社デジタルコンテンツ局デジタル編集部長、田野倉委員です。 

  全国地質調査業協会連合会会長、成田委員です。 

  横河電機社長、西島委員の代理として、経営監査品質保証本部センター長、金子様で

す。 

  加藤記念バイオサイエンス振興財団理事長、松田委員です。 

  日本消費者協会専務理事、唯根委員です。 
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 本日は、全17名の委員のうち13名にご出席いただいており、過半数に達しております。

産業構造審議会及び日本工業標準調査会の運営規程に基づき本会議は成立しております。 

  また、本日、メインテーブルには知的基盤整備の実務を担当している産業技術総合研

究所より、計量標準普及センター長の藤間様、地質調査総合センター長補佐の牧野様、

製品評価技術基盤機構より、認定センター所長の山本様、バイオテクノロジーセンター

所長の木井様にもオブザーバーとしてご出席いただいております。 

  続きまして、私ども経済産業省からの出席者を紹介します。 

  基準認証政策課、萩原課長です。 

  産業技術総合研究所室、本日、渡辺室長の都合が悪くなったため、半谷補佐にご出席

いただいています。 

  計量行政室、吉岡室長です。 

  生物化学産業課、横手補佐です。 

  以上でございます。 

○日高委員長 

  どうもありがとうございました。 

 それでは、事務局を代表しまして、基準認証政策課の萩原課長より、一言ご挨拶をい

ただければと思います。 

○萩原基準認証政策課長 

  ご紹介いただきました、基準認証政策課長をしております萩原と申します。 

 本日は、お忙しいところお集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 年度末にだんだん近づいてきてございました。私どもも、実は日高先生に委員長をお

願いいたしました工業標準化法の改正の法案がございます。この法律で標準化の範囲を

広げるという話を議論いただいたときに、やはりサービスとかデータが特に大事になっ

ていました。今回、実は工業標準化法（ＪＩＳ法）を不正競争防止法、特許法と一緒に

改正することになっているのですが、このコンセプトはデータでございまして、ビッグ

データを司り、これからたくさんのデータからイノベーションを生み出していかないと

いけないということでございます。そういうときに、そのデータを民間事業者の方々に

いかに気持ちよく出してもらうか、第三者に委ねて、それをＡＩなどで分析をして新し

いソリューションを出せるかというところがこれからの付加価値の源泉であろうという

議論がございまして、ＪＩＳ法の改正もその一翼を担わせていただくということで、デ
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ータとかサービスを明示的に追加するという改正を行う予定です。実はこの知的基盤の

議論については、もともと、３つに絞られる前は、人間工学のデータなども含まれてお

りました。ご記憶の方もいらっしゃると思いますが、まさに今の時代、付加価値の源泉

といわれるものを基盤として整備するべきだという議論を以前からしていただいてきた

と考えております。計量標準のような、今年と来年で大きなメルクマールの見直しがあ

る分野もございますし、今般の「データを集めて、その結果として何か出てくるか」と

いう視点は、我々としては、改めて知的基盤に注目が集まってきているところではない

かと思っています。 

  この３分野、計量標準と微生物遺伝資源と地質情報、今日それぞれのトピックもご紹

介できると思いますし、また、今回10年計画の７年目でございますので、次の計画も見

据えたご議論もいただけるのではないかと思ってございますけれども、まさに今申し上

げたように、これから、この先５年、10年という次のことを考える時期が来ているので

はないかと思ってございます。今日は本当に忌憚のないご意見、議論をいただければと

考えてございます。 

  簡単ではございますけれども、私からの挨拶に代えさせていただきます。 

  以上でございます。 

○日高委員長 

  萩原課長、どうもありがとうございました。 

 昨年度、海堀委員、三木委員が退任されまして、新たに、臼田委員、西島委員にご就

任いただいております。西島委員は本日ご欠席され、代理で金子様においでいただいて

おります。 

  それでは、本題に入ります前に、事務局から配付資料の確認をお願いしたいと思いま

す。 

○佐藤知的基盤整備推進官 

  配付資料の確認をさせていただきます。 

 資料はいずれもお手元のｉＰａｄの中にＰＤＦ形式で収録してあります。資料のアイ

コンをタップしていただくとその資料の中身を見ることができます。操作についてご不

明な点がありましたら、議事の進行中でも結構ですので、事務局にお知らせください。 

 なお、一部の資料については紙でも用意しておりますので、適宜ご覧ください。 

○日高委員長 
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  毎回でございますけれども、議事に入る前に本委員会の議事の取り扱いについて確認

をさせていただきます。 

 資料２を開いていただければと思いますが、ここに書いてあるとおりでございます。

運営規程に基づき、本会議の資料は公開、議事録につきましても、議事終了後に、ご発

言の皆様のご確認とご了解を得た上で、記名のまま公開とさせていただきます。ご了承

のほどお願いいたします。 

 それでは、議事に入りたいと思います。本日の議題と議事の進行については事務局か

ら説明をお願いしたいと思います。 

 佐藤推進官、お願いいたします。 

○佐藤知的基盤整備推進官 

  ありがとうございます。 

 まずは議題について説明いたします。本日は議題が２件ございます。１件目の議題が

本日の主題となります。平成23年度から継続してまいりました第二期知的基盤整備計画

は７年目に入っており、実施期間も、残すところ３年となりました。私どもといたしま

しては、そろそろ次なる第三期も見据えた検討を始めるべきと考えております。そのた

め、本日は、今後の知的基盤整備に関する論点を事務局からお示しさせていただき、さ

らにその参考となる活用事例を各機関から紹介させていただき、委員の皆様のご意見を

伺いたいと考えております。 

 ２件目の議題は、例年どおりのＰＤＣＡサイクルとなります。今回は平成29年度の実

施状況と、ユーザーニーズ調査なども踏まえた平成30年度の実施方針について、こちら

も各機関から説明させていただきますので、ご審議の上でご了承をいただければと思い

ます。 

 次に議事の進行についてですけれども、２つの議題を同時にご審議いただいた方がよ

り効率的、効果的な議論ができると思っておりますので、そのようにさせていただきま

す。 

 具体的には、議題１の今後の知的基盤整備のあり方については、私の方から、資料 

３－１に基づいて、これまでの経緯と今後の論点について説明させていただきます。そ

れに続きまして、産総研とＮＩＴＥの方から、資料４から資料６に基づいて知的基盤整

備の活用事例を、資料７から資料９に基づいて議題２のＰＤＣＡをまとめてご説明させ

ていただきます。その上で、議題１と議題２をまとめてご審議いただければと思ってお
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ります。 

○日高委員長 

  どうもありがとうございます。 

 それでは、事務局と各機関から先にまとめてご説明をいただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

○佐藤知的基盤整備推進官 

  ありがとうございます。それでは、資料３－１をお開きください。こちらについて説

明させていただきます。 

 １．にございますとおり、知的基盤とは、研究や産業活動、国民生活を支えるソフト

インフラと位置づけております。 

 ２．は「経緯」となります。始まりは平成８年に閣議決定された科学技術基本計画に

おいて、「知的基盤整備の充実を図るべき」とされたことによります。経産省では、これ

を踏まえて、本会議の前身となる知的基盤整備特別委員会を立ち上げて検討を行い、平

成11年に、平成22年度を目標年次とする「知的基盤整備目標」を策定しております。こ

れが第一期の計画に当たります。その当時は計量標準、地質情報、化学物質管理、生活

安全、生物遺伝資源、材料の６分野が位置づけられておりました。 

  ２ページに入ります。３．は「現状認識」となります。第一期の成果としては、６分

野いずれも当初目標を達成し、欧米並みの整備レベルになったと評価されております。

そして平成23年に閣議決定されました第四期の科学技術基本計画に基づいて、今後は量

のみならず質を重視し、さらなる利用促進を目的に、第二期の知的基盤整備計画を策定

することとなりました。そして対象分野が現在の３分野となっております。 

  また、平成27年度には、本会議での議論を踏まえて、下の方にあります３つの方針を

強く意識して整備を進めることとされております。具体的には、１つ目が市場の創出・

拡大、２つ目が安心・安全な社会構築、３つ目が地方創生・産業再生、こういったもの

に資する知的基盤の整備を進めていくこととされております。 

  ３ページに入ります。４．は「知的基盤を取り巻く状況」となります。本会議で毎年

ＰＤＣＡを行っておりますが、直近の平成28年度においては、整備は順調に進展してい

る一方で、より踏み込んだ利用促進を実施すべきとの指摘を委員の皆様から多数いただ

いております。また、技術革新や産業構造変化、国民生活の多様化に伴うニーズに対応

するためには、継続的な整備とアップデートが必要となっております。さらに、整備に
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伴いランニングコストも増加している状況となっております。 

  ５．は、こうした経緯と現状を踏まえた上での「今後の知的基盤整備の在り方に関す

る論点」を事務局で大きく６つに整理したものとなっております。１つ目が「更なる利

用促進」となります。後ほど３分野のそれぞれについて各実施機関から最近の活用事例

を紹介していただきます。その全ての分野に共通して言えることは、知的基盤のユーザ

ーが、従来の研究者、特定産業に加えまして、地域を含む中小企業や自治体などに広が

りを見せていることです。こうした実態を踏まえて、より広範かつ有効に活用される仕

組みの検討を挙げております。 

  ２つ目が「柔軟な運用」となります。最近では、毎年、ＰＤＣＡを本会議で行うこと

で計画性と柔軟性の両方を考慮した運用を行っておりますが、ユーザーニーズに迅速か

つ短期的に対応するためにはこの10年というスパンが適切かどうかも含めて柔軟性をも

たせた仕組みの検討を挙げております。 

  ３つ目が「産業構造変化への対応」となります。ご承知のとおり、第４次産業革命が

進展する中で、知的基盤がどのような役割を担っていくべきかを挙げております。計量

標準では既にこれに応える活動が始まっておりますので、後ほど、活用事例の中でそれ

も含めて紹介していただきます。 

  ４つ目が「地域・中小企業振興」となります。１つ目の論点の際にも言及したとおり、

全ての分野で地域・中小企業振興につながる有益な事例が出ておりますので、後ほど各

実施機関から紹介させていただきまして、今後のポテンシャルなどについてご議論いた

だければと考えております。 

  ５つ目が「グローバル化への対応」となります。具体的には国際標準化、または相互

承認など、そういった活動との連携になろうかと思っております。この点もご議論いた

だければと思います。 

  最後に６つ目が「第三期の方向性」となります。こうした議論を踏まえて、第三期に

向けた方向性についてもご議論いただければと思っております。その上で、第二期の残

りの期間のＰＤＣＡの実施方針などについてもご意見をいただければと思っております。 

  それと、別ファイルとなりますが、資料３－２では、２ページに第一期計画の６分野

のレビューをまとめております。 

  また、３ページから５ページには第二期計画の３分野それぞれの概要をまとめており

ますので、参考にご覧いただければと思います。 
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  資料３－１の説明は以上となります。 

  続きまして、各分野の活用事例とＰＤＣＡについて、産総研とＮＩＴＥからご説明を

お願いいたします。 

○藤間オブザーバー 

  産業技術総合研究所計量標準普及センター、藤間でございます。資料４を開けていた

だければと思います。 

 計量標準に関する実施機関の一つとして、取組、そして、今、事務局からご紹介のあ

りました今後の論点を踏まえた形で、我々の成果の説明をしたいと思います。 

  まず、今ご説明のあった「更なる利用促進」に関する事例を１つ紹介したいと思いま

す。資料４の中のスライド７ページをお開きください。Ⅰ－７、「高抵抗の精密測定に関

する技術支援」というスライドがございます。これは何をやりましたかというと、産総

研で量子ホール抵抗を用いた１メガオームの素子を開発しました。これはこれだけです

ごいことですけれども、国家計量標準機関の間、米国との間で同等性の確認までやりま

した。でも、それだけだと利用促進にはならないということで、産総研で精密電気計測

コンソーシアムを組織しまして、そこに参加している企業12社の間で、高抵抗の精密測

定の巡回比較をやりました。具体的には、10メガオームと10ギガオームと10テラオーム

と、1,000倍、1,000倍の関係になっていますが、その巡回比較を実施しました。その結

果、異なる測定法をもつ企業間において測定値の整合性の確認ができました。この精密

電気計測コンソーシアムには、抵抗を作っている会社、抵抗を測定する機器を作ってい

る会社、それに、公設研としては長野県工業技術総合センターが参加し、参照値、つま

り、正しい高抵抗の値をその量子ホール抵抗に紐づける形で整備したというものです。

これによって、将来的にはですけれども、高抵抗の校正事業者が立ち上がろうとすると

きに、その技術的な妥当性を前もって確認しておくことができたという例です。高抵抗

の標準は何にとって大事かというと、電子部品の絶縁性向上、あるいは省エネ化に役立

つものでございます。 

  次の事例として、論点３番目、「産業構造変化への対応」がありましたが、これについ

ては、お手元の、追加の紙配付資料で１枚、カラーのものがございまして、こちらの 

Ⅰ－10をご覧いただければと思います。「ＩｏＴ技術に資する計測技術への展開」で、ト

リリオンセンサ時代、10の12乗なので、年間１兆個のセンサが消費されるような時代が

到来したとき、そのセンサは膨大なデータをとることになります。そのデータをどうや



- 9 - 

 

ってきちんと統括していくかというところの一つのキーになるのが時刻です。何時何分

何秒のどれだけに取られたデータかが非常に重要なわけです。そのために、ここの写真、

左側に書いてありますようなプロトタイプのものを既に作っておりまして、その心臓部

分は産総研が製作したセシウムガスのセルになります。セシウムガスは現時点の秒の単

位を実現する9.192ギガヘルツの吸収線をもっているというセルです。この低消費電力の

原子時計の開発を進めていまして、ＮＥＤＯの委託研究でやっておりますが、2025年、

消費電力１ミリワットを目指して、現状からは２桁、100分の１程度に消費電力を下げな

いといけないという非常に高いハードルではありますが、こういった研究に取り組んで

おります。これができますと、広範囲にわたるセンシングシステム内の時刻同期性能が、

例えばＮＴＰ、ネットワーク経由しなくても、そのままで絶対的な時刻として信頼性の

高いものが得られる。それで取り込んだデータ同士を突き合わせることで、インフラ状

態のモニタリングセンサシステムへの応用が期待されるということです。もちろんのこ

と、株取引といった金融のようなところにも、こういった精密な正しい時刻は有用であ

ります。 

  論点の４番として「地域・中小企業振興」がありましたが、これに関する事例として、

先ほどの資料４の、さっきは７番のスライドでしたけれども、２つ戻っていただきます

と、「３Ｄ計測エボリューション／ＣＭＭの都市伝説」というページがございます。三次

元計測の標準を産総研でもっているわけですが、ＣＭＭ、これは三次元測定機の略称で

す。三次元測定機はものづくりの産業で非常に有用なものでして、近年はそれに加えて

３Ｄのプリンタ、あるいはスキャナといったようなものができてきている。で、公設研

の中ではそういった装置を導入しまして、中小企業が使えるような環境を整えていると

いう状況です。しかしながら、三次元測定機についての正しい情報、使い方、そういっ

たものを共有する必要があろうということで、そこにアニメっぽい絵が出ていて「ＣＭ

Ｍの都市伝説（第２部）」と書いてありますけれども、現在、第４部の製作が進んでおり

ます。さらに第５部の作成についても打ち合わせがされており、公設研の担当者と産総

研とで共同執筆をやり、ＣＭＭのよい使い方の知識を共有しているというものです。こ

の活動は、産技連（産業技術連携推進会）の中の計測分科会の活動として行われており、

昨年12月の神戸の三次元形状計測研究会においては100名を超える参加者があり、非常に

活発な取組をしております。 

  論点の５番目で「グローバル化への対応」がありましたが、これについては、スライ
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ドの３番目、「下痢性貝毒オカダ酸群の認証標準物質開発」をご覧ください。二枚貝、帆

立貝といったホッキ貝が下痢性の貝毒をもっていまして、これについては食品安全の規

格として、コーデックス（ＣＯＤＥＸ）、国際食品規格委員会で2008年に基準値を作り、

2013年に性能基準を作ることが決定されました。これに対応して厚生労働省の方で規制

値及び検査法を定めまして、2015年に、従来はマウスを使ってやっていた動物実験だっ

たのを、機器分析法にアップグレードし検査法を迅速化・高精度化しました。変更した

ときに、機器に用いる信頼できる標準物質がないと、せっかくのところでうまくいかな

いということで、この下痢性貝毒の標準物質を産総研で整備しまして、2016年３月に認

証標準物質の供給を開始しました。これによって国際基準に対応し、そして迅速で正確

な食品安全基準確保につながるということが達成できたわけです。 

  今度、８番目のスライドの方に移動をお願いします。グローバル化への対応の２つ目

の事例として、「がん治療のための放射線・放射能標準の整備」を紹介したいと思います。 

  赤囲みのところに２件書いてありますけれども、その下側、「がん治療薬ラジウム223

について、産総研にてラジウム223の放射能の標準供給を開始」をご覧ください。これは

点滴注射でもって塩化ラジウムを体内に入れるわけですけれども、そのときの濃さとい

うか、放射能の量が正確でないと、副作用が出てしまったり薬効が出なかったりという

ことが起きるわけです。以前、2013年に海外でラジウム223の基準値がずれていて修正す

るという事態が発生し、問題になったことがありました。産総研では、トリチウム、 

Ｈ３を用いたβ線の正確な測定、アメリシウム241を用いたα線の精密な測定を通じて、

ラジウム223の放射能標準を正しく設定し、標準の供給を開始しました。これは、海外の

標準に頼っていると不利益をこうむる可能性をあらかじめ避けることができるという事

例でございます。 

  次に、別の資料としてＰＤＣＡを説明する資料の７－１に移っていただければと思い

ます。平成29年の実施状況として、物理標準は10件を開発しましたという表です。それ

から、標準物質は20物質を開発しましたということが３ページのところに書いてござい

ます。 

  それで、ＰＤＣＡとしては、「第２期整備計画の見直し」、９ページに、物理標準につ

いては20件の案件について検討したという説明があります。標準物質については、14件

＋11件の25件の検討をしたということが14ページにございます。個々の内容については

説明を割愛いたしますが、先ほどの論点の中の２番目に「柔軟な運用」がありましたが、
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その柔軟な運用につながり得る事例を２つ紹介したいと思います。 

  資料７－１の10ページの通し番号２にトルクがあります。これが、右の概要をご覧い

ただきますとわかりますとおり、計量法の施行規則を変更したことによって、組立供給、

計量標準を組み立てる、トルクだと力と長さで組み立てるという組立で供給が可能にな

ったため、供給形態として特定二次標準器を特定標準器で校正するということを省略で

きるようになったという、合理化を伴う柔軟な運用が可能になったという例です。 

  もう一つが12ページ、通し番号15番、光ファイバ長、反射減衰量がありますけれども、

これはＪＩＳ規格が整備されたことによって既存の標準を利用してトレーサビリティの

実現が可能になった。よって、この光ファイバ長、反射減衰量としての計量標準を構築

する必要がなくなったということで、ＪＩＳ規格をうまく活用することで計量標準のト

レーサビリティを確保しつつ、合理化、柔軟な運用が実現したという例です。 

  以上、説明させていただきました。 

  なお、ユーザーニーズ調査に当たりましては、ホームページを通したユーザーニーズ

の調査のほか、５つの関係団体へのヒアリングを行いました。 

  本計量標準につきましては、実施団体としてＮＩＴＥ認定センターの方から補足をい

ただければと思います。 

○山本オブザーバー 

  ＮＩＴＥ認定センターの山本でございます。それでは、私の方から簡単に、説明させ

ていただきます。 

 資料４を開いていただけますでしょうか。１ページ目、ＬＥＤの画面をお出しいただ

ければと思います。今ご紹介がありましたように、主に産総研の方で一番大もととなる

計量標準を用意されているところでありますけれども、そうした計量標準からトレーサ

ビリティをとって、実際の社会でありますとか産業界における計量器等につなげていく

ために、私どもＮＩＴＥの方が認定校正機関を認めるような活動を行っているところで

ございます。そして、認定校正の機関が活動することで、産総研等が用意されている大

もととなる計量標準が世の中に使われるようになるというところでございます。例えば

このＬＥＤについてご紹介申し上げますと、ここに書いてあるのは産総研さんの活動内

容でございまして、新しい標準光源の開発、標準ＬＥＤをつくられたというところでご

ざいます。これに基づきまして、私どもが認定する校正機関の方々が、ここからトレー

サビリティをとって、世の中にいろいろなＬＥＤに関する校正サービスにより計量標準
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を供給することになります。もう少し具体的に申し上げますと、ＬＥＤが広く普及する

に当たりまして、メーカーさんの方で表示されている性能の内容について、必ずしも正

しいかどうかわからないといったような状況がございました。そこで、国の方で工業標

準化法に基づく試験所登録制度、ＪＮＬＡと称しておりますが、ＪＮＬＡ制度に基づく

登録試験事業者の試験データに基づく表示をすることになりました。このＪＮＬＡも試

験所登録された方々がそういった試験証明書を発行するという仕組みになっているとこ

ろでございますけれども、そこのＪＮＬＡの試験所におかれましては、このＬＥＤのト

レーサビリティをとった計量器を用いて試験をすることになって、そこから世の中に出

回るＬＥＤの性能の担保につながっていくといったような取組を行ったところでござい

ます。 

  簡単ではございますけれども、私からは以上です。 

○木井オブザーバー 

  それでは続きまして、私、ＮＩＴＥバイオテクノロジーセンター（ＮＢＲＣ）、木井か

ら、資料５に基づきまして、まずは、知的基盤の活用事例として、微生物遺伝資源分野

の活用事例をご紹介したいと思います。 

 早速ですが、１ページめくっていただきますと、最初の例が「ＤＮＡチップによるカ

ビ検査法の開発」がございます。これは食品の工場ですとか、あるいは食品そのものに

付着しているカビで有害カビがついてないか迅速に検出できる検査キットを、ＮＢＲＣ

が保有するたくさんのカビの基準株を利用して実用化したというものでございます。 

 従来の方法ですと、専用培地に培養して、判定に１週間も時間がかかるところ、こう

いったＤＮＡチップによる検査キットを使うと非常に短時間で検出することができるよ

うになったというものでございます。これも、ＮＢＲＣで基準株をたくさんラインナッ

プしていることによってこういった商品開発が可能になったという事例かと思っており

ます。 

 ２つ目、「冬中夏草商品による地域活性化への貢献」でございます。これは、冬中夏草

という有名なキノコの一種で、微生物でございます。ＮＢＲＣが保有している冬中夏草

株を用いて、島根県の津和野町にある株式会社にちはら総合研究所が冬中夏草の人工培

養方法を開発して、中国と日本で特許を取得し、現在、ＮＩＴＥと津和野町の協力によ

って国内産の冬中夏草を用いた関連商品、具体的には、ここにありますように、健康食

品ですとか化粧品の原料として商品化に成功し、独自ブランドとして既に販売されてい
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るという事例でございます。実際にＮＢＲＣがもっているＮＢＲＣ株の番号のついた冬

中夏草を、にちはら総合研究所で大量培養して商品化されているものでございます。 

 続きまして、「微細藻類による健康食品、飼料の開発」でございます。ＮＢＲＣでは、

微細藻類、これもたくさん株として保有してございます。ここの会社ではそれを大量に

培養して、養殖の魚のえさにしようという試みでございます。これも、ＮＢＲＣが提供

しているたくさんの種類の微細藻類の中から環境への適合性ですとか栄養成分といった

ものを選別して、栄養価の高いものを選抜して商品化したというものでございます。実

はＮＢＲＣの株は第三者への分譲を禁止しておりまして、先方からこういった微細藻類

を飼料として第三者に販売することは第三者分譲に当たるのではないかということでご

相談があって、ＮＩＴＥとこの会社で契約を結んで、特別に提供しているものでござい

ます。 

  続きまして、「企業との共同事業による化粧品原料開発」。これはパナックという東京

の方にある会社でございますが、そこと数年前から共同研究といいますか、共同事業を

やってございます。ＮＢＲＣの保有するたくさんの微細藻類から、化粧品の原料となる

ような、保湿作用があって、かつ有効成分があるものを生産する株を選抜して、実際に

複数それが確認されております。スキンケア製品などの化粧品原料サンプルとして、既

にパナックの方から化粧品会社の方に提供を開始しているものでございます。現在は、

化粧品原料メーカーとともに製品化に向けた検討を行っているところでございます。 

  ５番目は、これは具体例というよりは一般的な、いわゆる検定菌の使われ方の紹介で

ございます。ＮＢＲＣがもっている菌株の中にはＪＩＳ規格やＩＳＯ規格のいろいろな

試験方法の検定用に指定されている菌をたくさんもっております。具体的には、抗菌性

評価試験に用いられる菌株を提供することによって、抗菌試験が安定的に、かつ信頼性

を確保した形で試験ができるというものでございます。日本国内では2,500点以上の抗菌

加工製品が流通しており、販売の総額は１兆円を超えるといわれてございます。こうい

った抗菌加工製品の信頼性を担保するということで、こういった検定菌が使われている

という事例でございます。 

  続きまして、「製薬用水の試験用製品への利用」でございます。日本薬局方に定められ

た製薬用の水の品質管理のために、日本薬局方の中で試験方法が定めてありまして、そ

の中でＮＢＲＣ株を用いて菌の数をコントロール、調整するような試験方法になってご

ざいます。ただ、一般の方がこの菌の数をコントロールすることは非常に難しいといい
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ますか、手間がかかる作業でございまして、ここのビオメリュー・ジャパンという会社

が、それを簡便にコントロールして、すぐに試験用に使える標準菌株「ＢｉｏＢａｌｌ」

を商品化してございます。これも、先ほど言いましたように、第三者分譲に当たる可能

性がありますので、ＮＩＴＥと製造会社の間で特別契約をして、販売を行うビオメリュ

ー・ジャパンと共同でプレスリリースしたという案件でございます。 

  続きまして、ここからあと３つが地域関係の事例でございます。１つ目の「大吟醸生

産システムの革新技術開発への貢献」は、京都大学と大阪市立大学、京都市の産業技術

研究所、産総研さん、さらに民間企業が加わって、近畿経済産業局から、いわゆるサポ

イン事業として補助金を受けてやっている事業の中で、ＮＩＴＥ職員がアドバイザーと

して加わってございます。 

  具体的には、大吟醸のプロセスは職人さんの経験と勘でやっているところを科学的に

コントロールしようという中で、このプロセスに最適な乳酸菌をＮＢＲＣの保有する菌

株から選抜して使っていただいたというものでございます。実際、ここにありますよう

に、お酒を作った黄桜さんが販売しているのですが、黄桜さんも幾つか乳酸菌をもって

いたのですが、それよりはＮＢＲＣが提供したものが実際には使われて、「のろし」とし

て製品化しているものでございます。 

  次の「きみつ食の彩りプロジェクト」、これはＮＩＴＥがあります木更津市の隣の君津

市が地方創生事業を通じて地域プロジェクトをやったというものでございます。実は君

津市の方では、「カラー」という花が出荷量全国一という地域でございまして、この君津

の花のカラーから酵母をとって、これを地域ブランドに結びつけたいという話が君津市

の方からまいりまして、実際にＮＩＴＥ職員が農家さんに出向いて、カラーからサンプ

ルといいますか、菌株を採取し、その中からお酒に最適な菌株を選抜して提供して、実

際に既に日本酒として製造・販売されているものでございます。ちなみに、商品名は「青

葉の風」というのですが、青葉高校という地元の高校が米をつくり、君津市の名水を使

って、かつ、君津市のカラーからとった酵母を使ったオール君津産の日本酒ということ

で、君津市のふるさと納税返礼品に採用されたものでございます。 

  最後、「釜石はまゆりプロジェクト」、これが実は地域の中で最初にやったものでござ

います。ご承知のとおり、東日本大震災のときに、釜石はかなりの被災を受けました。

その釜石の市の花、はまゆりから酵母を分離できないかという話が地元の方から持ち上

がりまして、当時、東北支所のメンバーですとかいろいろな方、北里大の釜石の方も加
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わって復興事業としてやってみようということで、はまゆりから、ＮＩＴＥ職員が現地

へ行って酵母を分離し、それを使ったビールですとか、「海まん」という中華まんを実際

に商品化している例でございます。これも釜石市のふるさと納税返礼品に採用されてご

ざいます。 

  活用事例としては以上でございます。 

  続きまして資料８で、レビュー、ＰＤＣＡのご紹介をしたいと思います。まず、「世界

トップクラスの微生物遺伝資源機関の維持・向上」の①「微生物遺伝資源の充実」でご

ざいますが、本年度は、特に特筆すべきものとして、最近話題になっております腸内細

菌を初めとするマイクロバイオーム、これの解析のために必要となる微生物カクテル、

比較用の微生物を混ぜたものを試作的に作成して試験提供を始めてございます。 

  また、昨今、健康食品ブームなどでＤＨＡやＥＰＡなど高度不飽和脂肪酸の生産菌と

して知られているラビリンチュラ類につきましても、合計で868株の提供を開始したとこ

ろでございます。 

  ②の品質管理でございますが、こちらにつきましては、今年度、ＩＳＯ 

9001の2015年版に移行して引き続き品質管理に努めているところでございます。 

  また、ＩＳＯが進めていますバイオバンクの規格化につきましても、専門委員を派遣

し、微生物のカルチャーコレクションとしての意見を出しているところでございます。 

  ③のバックアップでございますが、これにつきましては今年度非常にバックアップの

依頼が増えてございまして、全体で95件、機器１台貸しが３件になって非常に順調に伸

びてございます。 

  （２）の「微生物遺伝資源の情報付加への対応」につきましては、特に今年度は、 

ＭＡＬＤＩ-ＴＯＦ ＭＳという分析機器を使った微生物同定に必要なライブラリーを公

開してございます。また、ＭｉＦｕｐ Ｓａｆｅｔｙといいまして、ゲノム情報から有害

性遺伝子を推定・検索するシステムも今年に入りまして新たに公開したところでござい

ます。 

  続きまして、（３）の「生物多様性条約への対応」でございます。こちらにつきまして

も、アジア各国とＭＯＵを６カ国と締結してございますが、新たに今年度はタイの 

ＢＩＯＴＥＣと相互プロモーションの合意書を締結する予定でございます。また、多国

間協力ということで、アジアコンソーシアムへ従来から参加しているところでございま

す。各国の法規制情報としましては、特にベトナム、韓国国内法が昨年度できておりま
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すので、それの情報提供に努めております。 

  （４）の「利用促進」でございますが、新たなユーザーへの対応としましては、「ちば

の発酵」展への出展協力を行ったり、地域のシンポジウムやセミナーに出かけたりして

います。既存ユーザーへの成果普及では、ＮＢＲＣ講習会を継続的にやっているところ

でございます。 

  ④の「サービスの維持・向上」としましては、これまでの分譲と寄託の規程を見直し

まして、さらに、寄託する方にとっては選択肢が増える、あるいはユーザーからすると

条件が明確化するといった制度の変更を予定してございます。 

  最後に８ページの「ユーザーニーズの把握」でございますが、ＰＤＣＡのチェックに

当たるところでございます。今年度も、ユーザーさんにいろいろなニーズを問い合わせ

たところ、ここにあるような３つのニーズが浮き上がってきてございます。 

  １つ目が、①にありますように、企業中心にスクリーニング用途の微生物資源を利用

した製品開発について、開発期間の優位性を保持するための優先的な利用について非常

にニーズが強くございます。 

  ②でございますが、昨今、ＡＩなどによる微生物の代謝経路の推測等が非常に期待さ

れていますが、公開されているデータが非常にばらばらにあって、これを一元化したよ

うな、まさにビッグデータ化するようなデータの集積についてニーズがございます。 

  ③としまして、これは今年度日本も、ＡＢＳ指針ということで名古屋議定書を批准す

ることになりましたが、こういった名古屋議定書の中で国際的状況を踏まえて各国の国

内法を遵守しつつ、海外の微生物資源を引き続き入手・利用するニーズがあるというこ

とがわかってございます。これもニーズを踏まえまして、30年度の実施方針としまして

は、ここにありますように、まず、微生物資源の充実につきましては、ユーザーが微生

物資源を優先的に利用できる制度の導入について検討したいと考えてございます。 

  （２）の情報付加への対応につきましては、そういったビッグデータ化に対するニー

ズを踏まえて、生物資源に関する情報を統合・総合利用できる、プラットフォームと呼

んでいますが、といったデータベースを構築して、幅広い産業における微生物資源の利

用促進を図りたいと考えてございます。 

  最後に（３）の「生物多様性条約への対応」の「アジア各国との関係強化」の中では、

ますますアジア各国、ＡＢＳ、名古屋議定書の中でいろいろな権利を主張するようにな

って、かつ、法律も非常に複雑化しているところでございますが、これまでＮＩＴＥが
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構築してきたアジア各国のＢＲＣと連携することによって、海外の微生物資源を移転、

あるいは利用する枠組みを構築していきたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○佐藤知的基盤整備推進官 

  ありがとうございます。 

 それでは、産総研地質センターの方からお願いいたします。 

○牧野オブザーバー 

  それでは、地質情報についてご説明したいと思います。資料６のＰＤＦをお開きくだ

さい。 

 ２枚目のⅢ－１、３次元地質地盤図①についてご説明したいと思います。まず、産総

研の基準ボーリングと、公的機関のボーリングデータから抽出した地盤情報から地下地

質の分布や物性を解釈しまして、３次元に可視化する地質図（都市域の地質地盤図）を

作成しました。これは地下の地層の分布を３次元で把握することで、高精度な地震被害

予測が可能となります。その下に青囲みにある３次元地質地盤図がウェブで一般の方も

ご覧いただけるようになります。今、最終確認をしておりまして、今年度末、来月にも

ウェブ公開することになっております。右の青い囲みですけれども、これは千葉県での

利活用例です。模式地域として、千葉県のボーリングデータを千葉県と協力して作成し

ております。その千葉県で地震の被害の予測に活用する例が青囲みの中です。一番下に、

３次元ではなくて、２次元的な地質地盤図もウェブで追いかけます。左側が従来と同じ

２次元の地質図でございます。これは青い部分が東京湾で、千葉県北部が描かれており

ます。湾岸のところが軟弱な地盤ですが、その断面図が右側にありまして、黄色が埋立

層、その下に沖積層がありまして、その下に比較的地盤のよい更新統がございまして、

こういう断面図も描くことができます。千葉県は大体これで完成しましたので、それに

続く東京都23区の方も、ボーリングデータがありまして、それに地質的な解釈をつけて、

付加価値をつけてボーリング地質地盤図をつくろうと展開しております。 

  次の２ページ目ですけれども、これは利活用のもう一つの例で、３次元地質地盤図が

できますと地下水の流れがわかるようになりまして、土壌汚染調査への利活用もできる

ということで、千葉県の環境研でそういう活用を進めております。真ん中にあるのが拡

散イメージで、赤が汚染物質で、地下に浸透するに従って、地下水の流れでどのように

地下の深いところに流れていくかというモデルです。 
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  次、３番目は５万分の１地質図幅です。これは産総研、29年度も４枚、計画どおり、

４区画について作成し、出版しております。単に出版するだけではなくて、地元におき

ましてプレス発表しまして、広報活動に力を入れるようにしております。これは一例で

すけれども、昨年度、播州赤穂でプレス発表して、非常に大きな関心を呼びました。そ

の結果、赤穂市から依頼があって、市民向けの講演会をしてくれないかということで、

右側にありますけれども、来場者が360名で、新聞にも各種報道が10件ありました。市長

から、「壮大な赤穂の地質の歴史を見聞きして、大きなロマンを感じた」というコメント

もいただいています。その下に、さらに依頼がありまして、その地質図を立体的に表現

する模型を作製してくれという依頼を受けまして、産総研ベンチャーと一緒に、プロジ

ェクションマッピングで作製して、市の科学館で展示しております。 

  もう一つ、４番目ですけれども、日本シームレス地質図については新しくＶ２を作成

しました。これは従来の凡例数、地質の区分ですが、それが386から新しく2,400を超え

る凡例数、高精度なものにしました。 

  シームレス地質図について、右上に月ごとのヒット数を載せてありますが、順調に増

えております。スパイク状になっており、例えば2013年９月には福島県の浜通りで地震

があったとか、2014年９月には御嶽山の噴火とか広島土砂災害、熊本地震があった、と

いう時には皆さんからのアクセスが増えています。Ｖ２は2017年５月10日に開始しまし

たが、それ以降もアクセスが非常に増えております。右下は、宮崎県でＧＩＳを使った

ベースマップにこのシームレスＶ２が使われている、地域にも活用されているという一

例です。 

  次、５枚目、火山地質図を作成しております。これは火山からの噴火の履歴とかいろ

いろなことがわかる地質図でございまして、火山から噴出した火山灰、溶岩、火砕流、

岩屑なだれ、そういうものを地質的な年代をつけ加えています。左は富士山の火山地質

で、第２版で、地元でもこれを使って展示物がなります。静岡県の方で防災対策として

避難経路ですね。火山地質、こういうことがわかりますと、どうやって避難したらいい

かという防災マップに活用されております。 

  次、６枚目ですけれども、噴火のときの緊急対応もしておりまして、この緊急対応す

るにも、やはり火山の地質の知的基盤が重要でありまして、産総研では火山データベー

スを作成しております。火山データベースは第四紀の火山、452火山について整えており

ます。例えば下にありますような霧島山の火山噴火とか緊急なときに、こういうデータ



- 19 - 

 

ベースを活用して、噴火の推移予測に使います。 

  次の７ページ目は、最近の噴火対応で、2017年10月に霧島山の噴火がありまして、直

ちに現地に行きまして噴出物をとりまして、その火山灰の分析によって、それはマグマ

が関与しているということを指摘して国に報告しております。最近、2018年１月に草津

白根山の火山噴火がありまして、それも同じように、噴出物の構成物を解析して、これ

はマグマ性がないということで、昔、噴出されたものが吹き飛んだ水蒸気爆発の可能性

が高いということを国に報告しております。 

  ８ページは2016年の熊本地震対応ですけれども、産総研では直ちに緊急調査をして、

断層の分布とか、トレンチ調査などをしております。直ちにウェブの方でも、地質図 

Ｎａｖｉで震源マップ、活断層などを重ねながら提供しております。従来から活断層デ

ータベースも整えておりまして、それも見やすく、トップページも改定したりしており

ます。 

  資源関係としては、９番目で、これは日本海にありますメタンハイドレートの調査の

例を出させていただきました。右の方にメタンハイドレートのポンチ絵がございますけ

れども、こういうものを調査して、メタンハイドレート、資源量を評価したりしており

ます。この赤い部分が、メタンハイドレートが分布しているところで、ここは技術的な

ことが書いてありますが、音響で調査するのですが、メタンガスがありますとなかなか

内部の構造がわからなかったのですが、いろいろな調査を組み合わせまして、そういう

分布形態を明らかにして、モデル地域で資源量を評価して国に報告いたしました。こう

いうことによって、新たな回収技術の研究に橋渡しができるものと思います。 

  10番目は海底鉱物資源の方ですけれども、産総研では海洋地質図も作っておりまして、

それから得られております調査技術をさらに発展させて、海底鉱物資源のためのシステ

ムを構築しました。右の方が、装置をパッケージとしていろいろなものを組み合わせて

おりまして、この中にセンサをつけ、ストリーマーという、深海でも音波探査できて、

対象と近いようなもので、非常に細かく見えるようにしております。そういうことによ

って、海洋資源、例えば熱水鉱床のチムニーとかいろいろなものがわかるようになり、

これも民間と共同してやったりしています。それで得られたものもＪＯＧＭＥＣの方に

提供して、どういうところを調査したらいいかという情報も提供しております。 

  次、11番目の表層土壌評価基本図は、自然由来の重金属の分布が詳細にわかるように、

調査によってそういうマップを作っておりまして、そういうもので土壌汚染のリスク評
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価とか対策、またリスクコミュニケーションなどに活用できるのではないかと考えてお

ります。一例として、青い囲みで、高知県の表層土壌評価基本図がありまして、これは

鉛に関する人の健康リスクを評価しております。また、それの利活用としては、全国版

整備へ向けたシンポジウムで、大勢の方に参加していただきました。また、リニア新幹

線沿線の地質特性の評価で、その一例がその右側にありますけれども、そういうところ

でどのようなものが含まれるか、リスクがあるかも研究しております。 

  最後になりますけれども、知的基盤で、産総研でとりまとめてきました地質情報を活

用しまして、右下の青い囲みでありますが、経産省資源エネルギー庁が科学的特性マッ

プを作っています。これも産総研の知的基盤で蓄えてきた地質情報を活用しまして、国

がそういうマップを作成したということでございます。 

  以上が利活用についてで、次に、資料９をご覧ください。 

  １ページ目、「平成29年の実施状況」（１）「ボーリングデータの一元化」。これは利活

用の方でもご説明しましたけれども、千葉県北部地域の３次元地質モデルを今年度完成

させております。これは３次元の表示ですけれども、東京湾を中心として、右側が太平

洋で、房総半島、千葉県から東京に向かって地層が深くなっていくことをわかりやすく

説明しております。 

  次、２ページ目ですけれども、これは東京都の世田谷区のボーリング柱状図を東京都

と共同研究という形でとりまとめております。３次元的な解釈も加えてプロットした一

例でございます。今後これをモデル化して、千葉県北部と同じようなものをつくりたい

と考えております。地質図幅については計画的に４区画を出版しております。 

  ３ページ目に、「観音寺」では、プレスリリース、「泊」も同じようにプレスリリース

して、それぞれの地域で、地元で記者発表しております。 

  ４ページ目、「鳥羽」の方でもやっておりまして、ここでは恐竜の化石がありまして、

それはどうして出てきたかということも、一般の方にわかりやすくというか、興味を引

くような切り口で説明しております。 

  図６は、先ほどいいました赤穂市の方の依頼で作成したプロジェクションマッピング

の、立体地形の上にプロジェクションで、地形とか地質とか、いろいろな情報が重ねら

れるということです。 

  ５ページがシームレス地質図、新しくなりましたので、上で新旧比較しております。

左側が旧版で、右が、凡例が詳細になったため、区分が細かく表示されております。 
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  下がシームレス地質図の年間ヒット数です。このように2010年から伸びておりまして、

2017年は、旧版と新版の区分が入れてあります。赤いのが新しい方のヒット数になりま

す。 

  省略しますが、海洋とか沿岸火山なども順調に整備しております。 

  普及活動の方も地質標本館を中心にしておりまして、こちらも、震災直後は入館者数

が減ったのですけれども、今、４万数千人に回復しております。いろいろな工夫をしま

して、例えば図12で標本カード、子どもたちに興味もっていただくように、そういうカ

ードを作って説明するというものであります。 

  11ページ、キッズ向けのページもつけてあります。 

  国際活動ですけれども、東アジア、東南アジアは日本と同じように災害がたくさん起

きますので、そういうものをとりまとめて、協力して、地震火山のハザードマップをウ

ェブ上でつくるような形もしています。各国の地質情報のＧＩＳ化も産総研が音頭をと

って進めております。 

  ユーザーニーズ調査もしまして、13ページにありますが、ユーザーに対して地質情報

を十分に理解してもらうというのは、なかなかなじみがないものでありますので、それ

もわかりやすく、先ほどのキッズページなどと同じように、ウェブとかパンフレットで

十分な整備を進めたいと考えております。 

  ウェブだけでなく、印刷物も必要に応じて提供することが求められております。また、

著作権に関しても、わかりにくいという意見もありましたので、それも今後ともわかり

やすく説明したいと思います。デジタル配信が、この３次元もありますけれども、そう

いうサービスを充実させて、皆さんの利用になっていただくように考えております。 

  30年度の実施方針ですけれども、大きな変更はなく、地質図幅については４区画出版

する。ボーリングデータについては東京都の方を整備していきたいと思います。その他

の方も計画的に、海洋、沿岸、火山など、活断層も整備していきたいと考えております。 

  以上です。 

○日高委員長 

  どうもありがとうございました。 

 これまでのご説明は、事務局から、第三期を見据えた上で今後の論点をまずご紹介い

ただきまして、今期も行っています利用の促進、柔軟な運用と同時に、３番目として、

産業構造変化対応がありました。これは最初に萩原課長からもご説明がありました。例
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えばビッグデータが今話題になっておりますけれども、第４次の産業革命、こういった

ものを意識して、知的基盤はどう対応すべきかというような論点もあったかと思います。

４番目として、地域、中小企業振興のための知的基盤というような観点、そして５番目

としてグローバル対応という論点をご紹介いただいた後、各機関から、こういった論点

に即して、現状でどういう活用事例があるかということを大変カラフルな資料を用いて

ご説明いただいたところでございます。本当にどうもありがとうございました。 

 それでは、ここから、佐藤推進官の方からもご説明がありました２つの議題、今後の

知的基盤整備の在り方という観点、そしてもう一つは各機関で行っているいろいろな活

動のＰＤＣＡについて、委員の皆様からご審議をいただきたいと思います。 

  ご発言をされる場合には、いつものとおりでございますけれども、ネームプレートを

立てていただければ、順次指名させていただきたいと思います。できれば皆様からご発

言をいただきたいと思います。４時までにちょうど45分ございます。今日は代理出席を

含めまして14名の方にご出席いただいていますから、割り算をしますと大体３分ずつし

かありません。本当は多く語っていただきたいところではございますけれども、皆様に、

３分程度におまとめいただき、できれば全員にご発言いただければと考えております。 

  それでは、金子様、よろしくお願いいたします。 

○金子代理（西島委員の代理） 

  私の方から、特に知的基盤の中でも計量標準のところについて、２つの視点でコメン

トをさせていただきます。 

 まず、計量標準整備の継続の重要性でございますけれども、計量標準は製品の品質を

支えるものであり、これが日本の産業界の礎となっているということで、非常に競争力

強化につながることと思っております。 

  産総研さんやＮＩＴＥさんが直接関係するということは余りないかもしれないですが、

大変裾野の広い分野だと思っておりまして、先ほど、ＮＩＴＥの山本様から非常にいい

事例をご紹介いただいたと思っておりますけれども、品質というものは簡単にいうと物

の良し悪しで、最終的には使うお客様、ユーザー様が決めることでございます。 

  この計量標準の貢献しているところは、その品質のよしあしというか、物のよしあし

を定量化して、客観的に誰でもが公平にそれを比較できるというところに非常に価値が

あると思っておりまして、特にＬＥＤのお話は、私も計測器をやっているものですから、

同じワッテージ相当といっても全然明るさが違うのですね。そういうところでこういう
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標準を作ってやるということは非常に価値のあることだなと思っております。 

  この計量標準を国内で整備していただくということは、先ほど来申し上げたけれども、

競争力の維持向上で、かつ、品質、最近いろいろ騒がれておりますけれども、コストの

面からも非常に重要という観点から、ぜひ国として必要な開発整備維持を継続していく

ことを望みたいと思っております。 

  続きまして、若干マクロな視点になりますが、ＪＣＳＳ、計量標準の利用促進、柔軟

な運用、グローバルな話も含めて簡単にお話しさせていただきますと、資料７－１を見

ると、ＪＣＳＳの校正証明書発行件数は着実に増加しているなと思っておりますが、さ

らに利用促進をするためには、運用面での柔軟性、グローバル化が必要だと思っており

ます。 

  先ほど、同様の事例だと思いますけれども、これも藤間センター長様からトルクのお

話があったのですけれども、複数量目測定ということになると思いますが、ＪＣＳＳ校

正でも複数量目測定は大分拡大してきていただいているのですが、やはりまだ十分でな

いという部分もございますので、今後もそれをぜひ拡大していただきたいなと思ってお

ります。そのためには、実施までの手順に若干時間がかかる、そういう課題も散見され

ておりますので、ぜひそういうところの効率化等々にも取り組んでいただけたらなと思

っております。 

  また、海外のお客様からもＩＳＯ／ＩＥＣ17025の校正は最近求められるケースが増え

てございますけれども、これは、残念ながらというか、ＪＣＳＳの認知度がまだまだ海

外で低いのかなと感じておりまして、私どもがやっているのは、 

ＩＳＯ／ＩＥＣ17025に沿ったものですよということを毎回毎回説明しなければいけな

いというか、そういったケースもたまにございます。そういった意味では、グローバル

化のための海外への認知度の向上にもぜひ取り組んでいただきたいなと思います。 

  最後にお礼でございますけれども、標準整備につきましては、弊社からもいろいろお

願いしているところ、電気量、あるいは高圧力のところ、これは一昨年、海堀の方から

もいろいろ申し上げましたけれども、そういった整備が完了したということに関しては

大変感謝しております。この場をかりてお礼を申し上げたいと思います。 

  以上でございます。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。ほかにございますか。 



- 24 - 

 

 それでは、勝田委員、お願いいたします。 

○勝田委員 

  日本電気計測器工業会の勝田でございます。 

 計量標準について、何点かちょっとコメントとお願いをさせていただきたいと思いま

す。本日ご説明がなかった資料３－２ですが、この中で、第一期、第二期、知的基盤整

備計画の概要で、新たな整備計画、ユーザーの視点に立った利用促進方策等が書かれて

おりますけれども、ここに挙げられているものは、このとき出た問題点であったり解決

すべきような内容であったかと思います。もう年数たっておりますので、ここに挙げら

れた問題点等がどの程度解決されているのかということを一度、アンケート調査なり何

なりでしていただいてお示しいただきたいなと思っております。 

 次に、資料７－１の17ページの（３－２）に「計量標準の利用促進に向けた環境整備」

がありますが、書かれている内容につきましては前年度と同じような内容が書かれてい

るかと思います。そのうちの一つ、①に情報提供の機会を強化すると書かれているので

すが、具体的にその強化とはどのようなことをされるのかが書かれておりませんので、

この点についてご説明をいただければと思います。 

 産総研さん、ＮＩＴＥさん、いろいろな展示会等に出展していただいたり講演会等も

していただいてはいるのですけれども、まだ先の話ですが、３月に、ＮＩＴＥさんの方

でＮＩＴＥ講座として認定・認証という枠組みでおやりになるということで、どんな方

が来るのかはわからないのですけれども、計量標準の最終的なユーザーさんは、我々、

その途中にいる計測器メーカーではなく、実際使われるユーザーさんではないかと思う

のですね。そういった方たちに向けてもぜひこのような講座を開いていただきたいと思

いますし、来年度といってももう今年になりましたけれども、ＪＣＳＳ創設25周年です

ので、そういった記念の年になりますので、ぜひエンドユーザーさんの方に向けてそう

いった取組をしていただきたいと思います。 

  すみません、もう一つ。資料３－１の今後の論点の中に入っているものですが、３ペ

ージ目の「今後の知的基盤整備の在り方に関する論点」のうち「更なる利用促進」に書

かれてありますけれども、数年前に、この場をおかりしまして、私の方から、役割を終

えた計量標準等はどうなっているのかと、一度整理してみたらどうかというようなこと

を申し上げたかと思います。その後そういった作業がされているのか。産総研さん、い

ろいろ新しい取組をされていて、非常にいいことだとは思いますが、人もお金も限界が
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ありますので、不要になったものは民間に降ろすなりやめるなりということにして、そ

の分、新しいものにどんどん取り組んでいただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○日高委員長 

  どうもありがとうございました。質問がございましたけれども、計量標準総合センタ

ー、ＮＩＴＥから、情報提供の強化という点と、役割が終わったものに関してその後ど

う対応するかについて、もしお答えがございましたら、両方から頂戴したいと思います。 

○藤間オブザーバー 

  では、私の方から。 

 情報提供の強化が30年度の計画に書いてあります。平成30年度も、もうすぐ始まりま

すけれども、ＳＩ定義が改定されるという、まさにものすごい、７個しかない基本単位

のうちの４つが改定される決議が今年の11月に予定されていて、それの施行が来年の５

月20日ごろではないかと予想されている状況です。この中で、計量標準の重要さととも

に、この基本単位が変わるということの普及を含めた形でのセミナー、講演会を予定し

ております。通常ですと大体年１回ですが、もしかしたら来年度については年２回ほど

のそういった計量標準のシンポジウムを行い、そのほかにいろいろな工業会さんの展示

会と合わせる形で、その機会を捉えた形の計量標準セミナー、標準物質セミナー、ある

いは法定計量セミナーでやってまいります。つまり、強化というのは、一言でいうと 

ＳＩ定義改定の部分については来年度強化になろうかと思います。 

 これが１つ目で、２つ目の、役割を終えた計量標準で不要になったものについてです。

まさにご指摘のとおりでございまして、限りある人員、予算の中で優先度をつけてやる

べきだろうと。新しく必要になるものがあるということは、差し引きでいうと整理して

いかないといけないという意識をもつべきであるということです。 

 それで、ＮＭＩＪ、計量標準総合センターでもそのあたりのことは検討を始めており

まして、１つは、ＪＣＳＳ、特定標準器を用いた校正、これは計量法で規定されていて、

重要なものはここに集結している。ここはしっかりと継続していく。一方で、産総研の

任意でというか、やっている依頼試験、これについては、必要性の重みづけをし、これ

は絶対やめてはだめだよというものは、ＪＣＳＳに移行する一方、そうでないものにつ

いてはサービスを縮小、あるいは廃止することも必要なのではないかということで、組

織内での議論を始めております。 



- 26 - 

 

  以上でございます。 

○日高委員長 

  山本様、よろしくお願いいたします。 

○山本オブザーバー 

  ＮＩＴＥの方につきましては、ここに記載のことは引き続きやっているというところ

でございまして、今年度、特に新しい試みとして、先ほどエンドユーザーのことをおっ

しゃられたと思いますけれども、数は限られているのですけれども、主だった業界団体

様の事務局に当たって、主な目的は新しい認定・認証のニーズを聞くというようなこと

ではありますけれども、ＮＩＴＥとしては恐らく初めての試みではないかと思いますが、

エンドユーザーの業界団体様と意見交換をするという場を今回設けるという試みをして

います。実はそれを行うのは明後日だったりするのですけれども、それでどんな意見交

換がされるかはそのときにならないとわからないという状況でございます。 

 古いものについてですが、今、藤間様の方からもありましたが、ＪＣＳＳは法定業務

でございますので、ここでは古くてもニーズがあれば対応するというか、法定上決めら

れたことはするということだと思います。 

  当方、ＮＩＴＥとしての独自の認定制度であるＡＳＮＩＴＥがございますけれども、

ＡＳＮＩＴＥについては、基本的には政策的重要性や社会的影響の大きいものに限定し

て対応しているところでございますので、古い云々という、そういう切り口ではないの

ですが、そういった形である程度絞り込みを行っておりますので、そういう中でスクリ

ーニングされることもあるのではないかとは思います。 

  以上です。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。それでは、長我部委員、お願いいたします。 

○長我部委員 

  ありがとうございます。日立製作所の長我部でございます。企業の視点から２点ほど

お願いとコメントをしたいと思います。 

 まず１点目は、グローバル対応のご説明がございましたけれども、ぜひそれを今後も

推進してほしいということでございます。特にお話がありましたＩｏＴに絡みまして、

産総研の計量標準としての原子時計、同期性を担保するという話がございましたけれど

も、こういったものを強化してほしいということでございます。 
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  というのは、今、ＩｏＴの世界では、計量標準とは違う視点ですが、通信技術のパテ

ントをもった強力な企業群が今までは通信会社を攻めていたのですが、ＩｏＴの時代に

なると通信会社以外のいろいろなＩｏＴを利用する企業を攻めてくるという動きが出て

います。パテントは非常にグローバルな、そして企業間の争いになっておりまして、そ

ういう意味で、スタンダードや標準物質、標準方法、こういった点はぜひ日本がリード

していけるように、こういった活動の強化をお願いしたい次第でございます。 

  ２点目は、ビッグデータという視点がございました。今後はこういった知的基盤とし

て出てくるデータを活用して、アナリティクスを使って、良いフィードバックをしてい

くということでございますけれども、今ちょうど私が関連しています医療のところで同

じ議論をしてございます。 

  そこで問題なのがビッグデータですが、実はスモールデータだという矛盾することが

ありまして、というのは、医療の場合だと人間の体って多様性がございまして、人それ

ぞれによって疾病の名前が同じでも実はいろいろ違うので、データ量はあるのですけれ

ども、一つ一つの疾病に着目するとデータ量が少ない。それでＡＩで何ごとか結論を出

そうとすると、やはりデータ量が足りないという、見かけのデータ量は多くても、物事

の多様性が大きいために、実はデータ量としては余り大きくないという状況が生じます。

これは非常にＡＩを使いにくくなるということで、同じような状況が、いろいろなデー

タ、この委員会の直面するデータもあるのではないかと思います。そういう意味では、

データのクオリティがどのぐらい担保されているかということが重要です。またはこう

したクオリティに関する情報が必ずデータに付加されるとか、後々、アナリティクスに

かかりやすいようにする、あるいは、アナリティクスを使ってこういうことをやりたい

ということを何か先にイメージしておいて、それでまとめ方を考える等々、そういった

ことも必要なのではないかと思う次第です。 

  以上２点でございます。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。それでは、荒井委員、お願いいたします。 

○荒井委員 

  ありがとうございます。日本商工会議所の荒井でございます。 

 私は３つの分野の中身について、よく中身を承知しておりませんが、お話を伺ってい

まして、このようなことに取り組んでらっしゃるということを、非常に興味深く聞かせ
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ていただきました。特に、第二期において、地域活性化や地域ブランドの創出に、知的

基盤を活用する事例が出てきていることは、関心をもって拝聴いたしました。 

  お話を伺いながら、このような事例をこれからさらに広げていくためにはどうしたら

よいかと考えていたのですが、もちろん、事例あるいは成果を横展開していくことは大

事だと思います。しかし、それと同時に、地域活性化を進める上では、知的基盤の専門

機関が、地域の関係機関と連携していくことが必要だと思います。一般的に、地域活性

化にあたっては、地域の産業界や市役所などの行政、あるいは大学などが中心となり、

そこに商品開発や販路開拓の専門家が入って、進めていくケースが多いと思います。知

的基盤も、商品開発などの地域活性化を進める上での１つのファクターとして入ってく

るかとは思いますが、本当は全てのことをわかっている人材がいればよいのですけれど

も、なかなか一人で全てカバーできる人材はおりません。そのため、知的基盤に通じた

機関等が、地域の産業界や行政などと積極的に連携していくことが大事になってくるの

かと思います。 

  また、微生物遺伝資源のお話かと思いますが、潜在的なユーザー開拓ということで、

学校に出前授業のようなことに取り組んでいるという話がありましたけれども、その際、

ぜひ地域活性化の担い手の人たちを仲間に取り込みながら、活動を広げていっていただ

くとよいかと思います。また、産総研やＮＩＴＥを地域活性化の担い手として、次の計

画の中で位置づけ、今後も積極的に活動を進めていただきたいと考えております。 

  詳細な内容は存じ上げておりませんが、最後に一点気になったのは、ＮＢＲＣ株の第

三者分譲において、契約でうまく進めているという話がありました。こちらについては、

微生物遺伝資源を活用したいと考えている方に不都合が生じないよう、使い勝手がよく

なる工夫を併せてご検討いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。多分、産総研もＮＩＴＥも、積極的に地域振興もやってい

きたいと考えていると思います。ただ、とっかかりがないので、ぜひ商工会議所さんと

も連絡をとって、ご相談をして、いろいろご紹介いただくのがいいのではないかと思い

ます。委員長の勝手な思いかもしれませんが、ぜひお願いいたします。 

 それでは、三浦様、よろしくお願いします。 

○三浦様（小畠委員の代理） 
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  今日お話しいただきました計量標準分野の中の標準物質の整備という話でお願いがあ

ります。先ほど資料の中で紹介いただきましたオカダ酸などの標準物質 

（ＣＲＭ）の整備というお話、それと、説明にはなかったのですけれども、そのＰＤＦ

の資料の中に水道法へのＪＣＳＳの普及という話と２つありまして、それは非常に重要

な話だろうと思っています。国際的にもＩＳＯがガイド34から、正式な規格として 

ＩＳＯの17034に格上げされたということで、標準物質の製造に関しては正式化され、ま

すますその標準物質の重要性は増してきているとは思います。平成 

10年から知的基盤整備特別委員会で産総研を中心にしてＣＲＭを整備していこうという

お話で、かなりの部分、整備され、特に日本は無機及び有機の化学標準という分野では

世界をリードできるのではないかというようにも考えています。一方で、ＪＣＳＳとい

う話がその前からあって、ただ、ＪＣＳＳにも標準物質は登場しますけれども、その 

ＪＣＳＳの標準物質はあくまでも計量法の中で使われる日本の国内の標準物質の考え方

で、ガイド34、17034の認定要件はほぼ満たしてはいますが、このＪＣＳＳの標準物質が、

実はＣＲＭとしてグローバルに認証標準物質としては用いることができていない状況で

す。グローバル的な意味でＪＣＳＳの金属標準液、あるいはpH標準液を使う場合、 

ＣＲＭとしては使えないという状況が現実にあります。 

  そこを、やはりいいものはいいと。国際的に通用できるという形で、何とかその 

ＪＣＳＳと今整備しているＣＲＭと、せっかくいいものがあるのであれば、運用面で、

そのＪＣＳＳの標準物質をＣＲＭとして用いられるようできないか。グローバル的に使

えるような何かやり方ができれば、さらに日本としての標準物質の整備がもう少し国際

的にも広がっていくのではないかと思います。そこはぜひ整備という形でＣＲＭ化を運

用で考えていただきたいなあと考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。これに関しては、事務局側と申しますか、国の方で何かお

考えはありますか。 

 では、山本様、お願いいたします。 

○山本オブザーバー 

  先ほど水道法絡みのご紹介をし損ねまして申しわけございませんでした。正確にいう

と、先ほど、ＪＣＳＳとＡＳＮＩＴＥという制度がありますと申し上げたところですが、

今問題としておっしゃられているのは、恐らく計量法に基づくＪＣＳＳ制度に新しい 
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ＩＳＯ17034という標準物質生産者の登録基準が載っていないのですよということをお

っしゃられているのだと思います。 

 もう一方のＡＳＮＩＴＥでは、これはＮＩＴＥで行う任意の制度でありますから、 

ＩＳＯ17034には対応するということなので、そこでは整備はできるというところでござ

います。ただ、先ほど、ＪＣＳＳはまだ知名度が低いというご指摘もありましたけれど

も、やはりＡＳＮＩＴＥに比べてＪＣＳＳの方がよりご利用になられる方などにとって

はよい制度ということだと思いますので、そこの制度上で整備をしてほしいなというこ

とだと理解してございます。 

  私からコメントでございます。 

○吉岡計量行政室長 

  この瞬間答えをもってないのでお話しできないのですけれども、産総研ともＮＩＴＥ

とも色々と相談しながら考えていきたいと思っていますので、ぜひ引き続き教えていた

だければと思います。よろしくお願いします。 

○日高委員長 

  松田委員と成田委員の札が挙がっておりますので、では、松田委員からお願いいたし

ます。 

○松田委員 

  松田でございます。それでは、微生物遺伝資源に関して３点、簡潔にコメントさせて

いただきます。 

 まず第１点でございますけれども、ＮＢＲＣ株、保有株を有効活用して新しい商品開

発につなげていく、それが地域経済の活性化につながるようにというご説明をいただい

て、非常に熱心に活動いただいていることを評価したいと思います。 

 その一方、ＮＢＲＣ株を使ったというだけで、これはある意味でブランド力ですか、

価値を生んでいると思うので、それは裏返せば、何か問題が起こったとき、トラブルが

起こったときのリスクにも逆になる可能性がありますので、ぜひ契約の条件の中身とか、

情報の発信の仕方ですね。安全性とか。そういう場合、効果はあまりうたってはいけな

いですね。例えば有用性をうたうというようなときには、やはりそういう問題が起こっ

たときの対処の仕方、リスクマネジメント、これも同時に進めていただきたいと思いま

す。これが第１点です。 

 ２番目はマイクロバイオームの腸内細菌叢を調べることは、最近非常にブームでござ
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いますし、その調べた菌叢、ビッグデータにして解析して、そこから得られるデータは、

本当に食品業界、これからの医薬品行政、医療の分野で非常に価値を生むデータがとれ

るのではないかと思うのですが、ユーザーニーズの把握の中でも出てきたビッグデータ

化、先ほど長我部さんもおっしゃっていましたけれども、そのデータは数を増やせばい

いというものでもないので、必ずそこには質の高い使えるデータ、そういうものでなけ

ればいけません。最近、実際にかかわっている方とお話しする機会があったのですが、

確かにデータはばらつくということで、標準サンプルを作っておられるという、今日ご

発表でしたけれども、サンプル処理の仕方によってものすごく変わるということらしい

のですね。分析能そのものはかなり確定しているのだけれども、サンプル処理量がサン

プル処理の仕方によってすごくデータがばらつくということですので、このサンプル処

理法の標準化というあたりをやはりきちんと整備されないと有効なデータが蓄積してこ

ないという気がいたしますので、ぜひその辺を含めた標準サンプル、標準化法ですね、

こういうことに気をつけていただければと思います。 

 最後の３点目ですが、ユーザーニーズの把握のところで、特にランダムスクリーニン

グに使った菌株ですね。保存株ではなくて、菌の数を処理して、そこから有用なものを

見つけていくというような扱いの菌株についての優先実施権の期間ですね。これを担保

してほしいというニーズがあったということですけれども、企業の立場からいいますと

ここが一番実は大事であって、知財権の確保とか、あるいは優位性を出していくという

上においては、ここの優先実施権の期間をしっかりと担保できるかどうかが商品開発に

は非常に重要ですので、公平性という観点からいうとなかなかここは乗り越えられなか

った点かもしれませんが、逆に、公平性を余りうたい過ぎると不公平になってしまうと

いうことになりますから、この辺のバランスから考えて、どのぐらいの期間、優先実施

期間を認めた方がいいのかというような議論をぜひ進めていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○日高委員長 

  それでは、成田委員、よろしくお願いいたします。 

○成田委員 

  どうもありがとうございます。全国地質調査業協会連合会の会長をしております成田

でございます。職業柄、地質情報に関して二三コメントさせていただきたいと思います。 

 千葉県で行われたボーリングデータの一元化、そのデータ解析による３次元地盤図の
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作成、これは大変大きな成果で、我々からしてみれば、非常に希望にあふれるデータが

出てきたのではないかと思っております。地面から下の情報は、一般の人からみれば全

くわからない世界。それを２次元の断面とか平面図で示しただけでは、やはりわからな

いわけです。ところが、３次元にすると、透過したり回転させたり、下から見たり上か

ら見たりできる。そうなりますと、例えば千葉県でいえば、浦安の液状化した地層がど

こにどのように分布しているか一般の人でもわかるようになってくる。そうすれば当然、

ここには家を建てない方がよいと思うわけですね。このようなデータが出てくるという

ことは、国、国民にとって非常に有益な情報でありますし、新たなビジネスチャンスも

出てくるという面では、まさにベースとなる情報ということがいえるのではないかと思

うのです。 

  ただ問題は、今の産総研さんの計画でいきますと、日本全国の情報ができるのに、何

年かかるのだろうか、国民が興味をもった情報の作成に非常に時間かかるようであれば、

情報の格差、地域格差が生ずるのではないかという観点でいきますと、これから必要な

のは、地面の下を３次元化するために必要な情報の種類、質、これを公開しながら、そ

こに、例えば民間でとったデータを入れていくなどして、整備の進行を早めていくこと

ではないかと考えております。 

  そのような面でいきますと、５万分の１の地質図はまだ全国をカバーできておりませ

ん。もう相当な時間がたっているのですけれども、それではこれからの第４次産業革命

には間に合わなくなってしまうのではないかと思いますので、その点は十分考慮してい

ただければと思います。 

  また、火山関係の情報につきましては、安全・安心の上で絶対に重要な情報でありま

すので、これについても、噴火したところで「情報がありませんでした」ということの

ないよう整備の仕方を急いでいただければと思っているところでございます。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○日高委員長 

  成田委員、ありがとうございました。 

 では、田野倉委員、お願いいたします。 

○田野倉委員 

  日経ＢＰ社の田野倉と申します。 

 報道の人間的には、今日のプレゼン、非常に事例がいっぱい出てきて、ネタがいっぱ
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いあっておもしろかったなと思っております。例えば標準ＬＥＤなんていうのは非常に

私も興味があって、知らなかったなあと思っているのです。この資料の中に、プレスリ

リース出しているよと書かれていたので、弊社のウェブサイトを見たら、記者がこれを

ニュースとして書いていまして、私がいうのも何ですけれども、面倒くさいとは思いま

すけれども、プレスリリース作って、しっかり発信していくことは今後ポイントになる

のではないかと思いました。 

  日本酒なんかも、君津の話であるとか黄桜の話も全然知らなくて、これもプレスリリ

ース出されているのかどうかわからないですけれども、例えば君津の話なんかは非常に

ストーリーがおもしろくて、君津の名水で地元の高校でとか、これに関係ないというか、

微生物に興味ない方もこれは飛びつくというか、ネタとしてはおもしろいかなと思って

おります。 

  それで、何がいいたいかといいますか、これからＩｏＴの時代に向かってどうやって

この３つの知的基盤を広めていくかですけれども、多分、地質なんかは、既にパソコン

につながっていろいろ情報発信しているということで、何か災害があったとき、先ほど

も何万ページビューあったということで、これはＩｏＴの一端になっていると思うので

すね。だから、これはこのままやっていただきたいなと思っております。 

  計量だとか微生物は、これをどうやって果たしてＩｏＴ化の時代にこれからさらに普

及、皆さんにしていただくポイントは何かなと考えてはいたのですけれども、最初に申

し上げましたように、やはり情報発信が非常に重要かなと。今、世の中で何か起きたと

きに、知りたいと思ったときに、図書館へ行って調べる人ってほとんどいなくて、やは

りパソコンとかスマホで検索すると思うのですね。そこでひっかかってくるようにする

ことが大事かなと。ひっかかるためには、やはりしつこいぐらいに情報発信することが

必要で、そうするといろいろなサイト、グーグルなどの検索エンジンでひっかかる確率

は高まってくる。そこにひっかかればさらに世の中に広がっていくということで、プレ

スリリースとか、あと講演会であるとか、子ども向けの行事とかいろいろやられて、今

日もお話ありましたけれども、そういったものもぜひこれからどんどん情報発信してい

くことがポイントの一つになるのではないかと、聞いていて思いました。 

  以上です。 

○日高委員長 

  では、高橋洋子委員の方からお願いいたします。その後、お隣の高橋真木子委員、そ
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して唯根委員という順番でお願いしたいと思います。 

○高橋（洋）委員 

  ダブらない形で、お願いでありますけれども、先日、２月８日でしたか、ＮＩＴＥを

見学させていただいて、いろんな意味で大変勉強になりました。腸内細菌をはかるとき

のスタンダードをつくられたり、大変頑張られているなと思いました。今回の資料も見

せていただいて、その地域の活性化なり、そこに貢献されて一緒にやられているなと感

心いたしました。 

 １つお願いがあります。実現可能かどうかわからないですけれども、微生物の立場か

らですけれども、ＮＢＲＣがこれからニーズを調べられて、２番目に挙げておられるゲ

ノム情報を一本化するという点についてです。表現が違うかもしれませんが、そのデー

タと、菌株をもっていらっしゃるということがやはり一番大事なところかなと思います。

利用が伸び悩んでいるというような文面もあったかと思いますが、第三期になるのかも

しれませんけれども、私は、そのデータベースと共に菌株もある、そこをやはり中心に

していただきたいと思います。菌株はそれぞれの研究者や組織が持っていて、データベ

ースはあっちにあったりこっちにあったりということがあるので、将来に向けて統一性

を持たせて菌株もデータベースも使いやすく充実させていただきたい。 

 以上です。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。では引き続き高橋真木子委員、お願いいたします。 

○高橋（真）委員 

  計量、微生物、地質と、やはり事例があるととてもわかりやすくて、今日はありがと

うございました。 

 この場で３つの分野を独立にではなくて共通で伺うことの意義を考えておりました。

今後の在り方が今日一つのお題だと思うので、その切り口についてですけれども、コメ

ントです。やはり事例の中でわかりやすいと思うのは、観光だったり教育だったりステ

ークホルダーの市民だったりというところがすごくわかりやすくて、一方で、多分、専

門家の方にはそれを考えるのは大変だなと思うのですね。そうすると、それを横で並べ

て、この事例ではこのようにやっていたよねということが、この３つの専門分野の人た

ちにとって、ちょっとした横でうまくやっている事例となるのは多分いいことだろうと

思って、それをもうちょっと、いわゆるきれいな枠組みで整理するときに、一番都合よ
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くて、誰もがウンと思うのは多分ＳＤＧsだと思うのです。 

 17の目標があって、17を全て一つの事例だったり一つの専門分野でやることは難しい

と思うのですが、この知的基盤のコミュニティの中全体であれば、恐らくかなりの部分

が、この17の目標のうち、これはここだ、これはここだといえると思うのですね。そう

いう形で、基本的にはこの委員会が扱うネタは多分地味なものだと思うので、この地味

なものをプロの中だけでなくて、今後の10年で考えると、言葉が通じない、結構距離感

がある人たちにどう伝えていくかというときには、多分そういうインターナショナルな

フレームを使うのは一つの手かなあと思って、今日は大変興味深く伺いました。ありが

とうございました。 

  以上です。 

○日高委員長 

  では、唯根委員、お願いいたします。 

○唯根委員 

  ありがとうございます。日本消費者協会の唯根です。 

 消費者という素人の私がここの席から申し上げられるのは、知的基盤という言葉がま

ず難しくて、私たちになじみがない。なので、この言葉をまずはひもといていただくと

いうか、情報発信していただいて、検索しても、知的基盤を出すと難しいサイトしか開

かないというか、今日のこの３機関に到達するのは無理なので、そこからまず、「知的基

盤くん」ではないですけれども、何か楽しいキャラクターではないですが、そういうも

のでつなげていただいて、情報発信をぜひお願いしたいと思いました。 

  以上です。 

○日高委員長 

  ありがとうございました。辰巳委員と乙黒委員が残っておりますので、では、辰巳委

員、お願いいたします。 

○辰巳委員 

  僕の方はちょっと立場が違いますので。 

○日高委員長 

  では、乙黒委員、お願いいたします。 

○乙黒委員 

  乙黒でございます。微生物遺伝資源のところを簡単にお話しさせていただきたいと思
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います。 

 最初の整備計画のところから、量、質、そして今回ご紹介いただいた利用促進で、こ

ういったサイクルがうまく回っているのかなあということを非常に感じました。今回ご

紹介いただいた事例を見ますと、さまざまな微生物群を通して商品化なり実用化されて

いるというところが非常に評価できるのかなあと思いました。 

 一方で、10年先を見据えて、５年先を見据えてということとなりますと、やはりまだ

まだ未利用の微生物、資源はたくさんありまして、そういったところでさまざまなデー

タを収集しながら情報発信をしていっていただければいいかなあというところがござい

ます。 

 あともう一つは、やはり人材育成のところで、こういった微生物の系統保存、系統維

持の人材はやはり不足しているところがあるとは思っています。そのために、やはり 

ＮＢＲＣなりが中心になりまして、先ほども中学生など将来の担い手に教育なりをする

のはいいことだというお話もありましたが、そういったところを中心にまた進めていっ

ていただければと思います。 

 以上です。 

○日高委員長 

  ありがとうございます。 

 発言されてない委員は、辰巳委員、臼田委員のお二人です。お二人とも、こちら側に

いてもよろしい方なので、最後残された時間で、今までいろいろご意見いただいたこと

も踏まえて、辰巳委員、臼田委員という順番でご発言いただきたいと思います。 

○辰巳委員 

  今、委員長からお話がありましたように、私ども、ＮＩＴＥは産総研とともに基盤整

備実施機関でございますので、今日は、委員の先生からご意見を直に承る機会を得たと

いうことで、ＰＤＣＡを回していくところでいただきましたご意見を大いに参考にした

いと考えております。 

 幾つか、非常に有益な指摘をいただいたかと思います。松田委員の方から、使える情

報を整備しろと。菌株の供給にしても、処理法の標準化が大事ですよと。あるいは優先

実施権と公平性のバランスが必要ですよとか、そういった非常に重要なご指摘をいただ

いたように思います。 

 いずれにしても、私どもとしては、微生物遺伝資源につきましては、これの活用を通
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じまして中小企業の振興に寄与していきたいと。先ほど委員の方から、地域活性化の担

い手と自覚しろというような言葉をいただきましたので、そういったところでこれから

もますます取り組んでいきたいと思っております。 

 あとは、認定センターの方も所長から申し上げましたように、これから認定のニーズ

なんかを皆さんに伺うというようなことをやって参りますし、30年度は、決意を新たに

して、特にグローバル化、国際標準化への対応とか、あるいは相互承認体制の維持強化

といったところに引き続き取り組んでいきたいと思っております。 

 今日はどうもありがとうございました。 

○臼田委員 

  本日は、委員の皆様から改めて、知的基盤に対する期待と、ご意見、方向性を伺いま

して、本当にありがとうございました。ご指摘いただいたことを念頭に、また取り組ん

でまいりたいと思います。 

 本日の論点である利用促進、柔軟性、産業構造への変化、地域支援、グローバル化、

それぞれ委員の皆様から非常にいいご指摘、気がつかないところをいただいたと思って

おります。私どももそういったことを認識しつつ、やはり政策と一体となったツールと

しての知的基盤、そういったところをオールジャパンとして進めていけたらいいのでは

ないかなと、意見を伺って改めて思いました。 

 前回この場で私の席に座っておりました三木が、たしかコメントで、当時話題になっ

ていたＭＲＪの立ち上げのことについていっておりまして、飛行機はドンガラではなく

て、装備品が非常にボリュームゾーンのマーケットであると。そこに認証が非常に大き

く絡んでいるということをいっておりまして、ああ、確かにそうだなということを思っ

たところでございます。 

  そういう意味で、知的基盤で、オープン化と、それとセットにしたクローズ戦略。ア

メリカのお家芸である航空機産業は絶対オープンにしないというところがあると思いま

す。そういったところで、データとしての信頼性を、私ども、計量標準や、あるいは地

質が担い、それをツールとしてどのように産業競争力に使っていくか、あるいは安心し

て委ねられるかといったところを改めて考えて対応していかなければいけないなあと思

った次第でございます。 

  本日はまことにありがとうございました。 

○日高委員長 
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  委員全員からコメントいただきまして、どうもありがとうございました。私、聞きほ

れておりまして、大変申しわけございません、定刻を過ぎてしまいましたが、まだまと

めがございますので、少しお時間をいただければと思います。 

 まずは、皆様にご意見をいただきましてありがとうございました。確かに、知的基盤

というそのものが大変難しい言葉であります。皆様、多分ご賛同いただけると思います

けれども、知的基盤とは、本当に、宝の山であるように思います。計量標準にしても、

微生物にしても、地質にしても、すぐに目に見えるような宝ではありません。ダイヤモ

ンドにしても、金にしても、もともと原石というものは、ほかの石ころと見た目はそう

は変わらないのですが、原石を磨くことによっていろいろなものになっていきます。そ

ういう意味で、知的基盤は、宝の山の原石だと私自身は考えております。そして、そう

いうものをいかに本当の宝にしていくかを検討するということがこの委員会の役目であ

ろうと考えております。 

 時間が過ぎておりますので、これにて今日の議論は終了させていただきます。最初の

議題につきましては、事務局はぜひ本日委員の皆様からいただいた大変貴重なご意見を

酌んでいただきまして、今後、三期に向けた検討にぜひぜひ有効活用していただきたい

とお願いいたします。 

○佐藤知的基盤整備推進官 

  承りました。 

○日高委員長 

  議題２の、現在進んでいる各機関の様子についてのＰＤＣＡですが、事務局の方で今

日資料を用意していただいたものにつきましてはほぼご賛同をいただけたのではないか

と思います。この委員会でこれを承認する必要がございますが、事務局案を、皆様方、

ご了承いただけますでしょうか。 

     （「はい」の声あり） 

 どうもありがとうございました。幾つかご要望ありましたが、特に修正すべきところ

はないのではないかと考えております。もし何か皆様の方で、ここは修正した方がいい

というご意見がありましたらお知らせいただくということで、それに対する対応はぜひ

委員長の方にご一任いただければと思います。ありがとうございました。 

 議題の３番目、「その他」でございますけれども、最後に事務局から何かご説明はござ

いますか。 
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○佐藤知的基盤整備推進官 

  ありがとうございます。 

 本日は貴重なご意見を本当にありがとうございます。この知的基盤整備推進に係る経

費というのはそれぞれＮＩＴＥと産総研ともに交付金の中で要求して執行していくこと

になっております。私、ＮＩＴＥ室の室長も兼ねておりますし、今日は産総研室からも

半谷補佐に来てもらっていますので、本日のご意見を踏まえて、この計画がしっかりと

推進できるように、しっかりと交付金の中で手当てしていきたいと考えております。あ

りがとうございます。 

 本日の議事概要については事務局にご一任させていただき、私どもで速やかに作成し

て公開させていただきます。詳細な議事録につきましては、１カ月以内をめどに、委員

の皆様にご確認いただいた上で公開させていただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 また、次回の開催時期、内容につきましては、委員長とも相談の上、また改めてご連

絡をさせていただきます。 

 本日は、大変お忙しい中、貴重なご意見をいただきまして、ありがとうございました。 

○日高委員長 

  改めまして、全体の議事に皆様方ご協力いただきまして本当にありがとうございまし

た。 

 それでは、これをもちまして、平成29年度の第９回の合同会議を終了させていただき

ます。委員の皆様におかれましては、大変貴重な、また活発なご議論をいただきまして、

ありがとうございました。これにて散会とさせていただきます。 

 

                                ――了―― 


